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1.　緒　言

　「持続可能な開発目標（Sustainable　Development 
Goals）」（以下、SDGs）は、2030年をターゲットとして国
連サミットで採択された開発目標であり、2000年に採択
されたミレニアム開発目標（Millennium Development 
Goals）」（以下、MDGs）をより発展させたものである。
MDGsでは、極度の貧困、飢餓、感染症の撲滅など、
大きく成果を上げた項目があった一方、衛生施設へのア
クセスなど目標そのものが達成できなかった項目があっ
た。また、全体として大きく成果の上がった貧困、飢餓
などの項目においても、達成率の地域格差があるなど、
複数の課題が明確になった。SDGsでは、これらの課題
解決を推進するために17項目の目標が策定された。SDGs
とMDGsの最も大きな違いはその対象で、MDGsでは、
先進国が途上国の課題解決を援助する枠組であったの
に対し、SDGsでは、途上国、先進国にかかわらず全世
界に共通する課題が設定され、経済・社会・環境のすべ
てに対応したものとなっている。また、経済的継続性が
重視されるようになったことで、産業界の果たすべき役
割が大きくなり、民間各社では、世界の共通言語として
のSDGsを用いて自社の目指す方向を示す動きが盛んで
ある。
　2020年5月に発表した当社中計経営計画Forward 22
には、当社の向かう方向の一つとして、「クリーンな水」
が示されている。これは、SDGsで目標6として掲げられて

いる「人が生きていくために必要な水や排せつ物等の衛
生処理」に相当し、当社の技術はこの目標に貢献するこ
とができる。
　図1に水循環を模式的に示す。水は使う水、捨てる水、
環境中に存在する水の3種に大別できる。生活や、生産
活動、サービスに使用された水は、汚水として環境中に
排出されるが、自然の浄化作用を超える汚濁物質を含む
場合には、処理する必要がある。事業系の排水は排出
者の責任で処理されるが、日常生活で排出される生活系
汚水は、自治体の責任で処理が行われる。日立造船は、
水循環の中で、図2に示すような事業分野でSDGsに貢献
している。
　本稿では、当社水事業を概説するとともに、今後の展
開について述べる。

2.　日本の公共水事業と当社の得意分野

　2 . 1　日本の現状　　　我が国における汚水処理人
口（下水、集落排水処理、浄化槽等の汚水処理）は、
2004年度末に1億人（汚水処理人口普及率79.4%）を突
破し、2018年度末現在で1億1608万人（91.4%）となって
いる。一方、水道においては、早くから整備がなされて
おり、1980年には普及率90％を超え、2000年以降は、約
97％以上の高い水準で推移している。
　以下に、当社が特に強みを持つ汚泥再生し尿処理事
業と下水道事業について述べる。
　2 . 2　汚泥再生し尿処理事業　　　汚泥再生し尿処
理事業とは、従来のし尿処理施設の役割であるし尿・浄
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化槽汚泥の衛生処理に加え、食品廃棄物等の有機性廃
棄物を受け入れることにより、汚泥の保有するエネルギー
等の資源を有効に利用することを目的とする事業である。
有効利用の方法としては、現在、メタン発酵、堆肥化、
炭化、助燃剤化、リン回収等が認められている。従来
は処理対象であった廃棄物から資源を回収することで、
循環型社会構築に貢献できる事業である。
　日本全国では、2018年度末までに957件の汚泥再生処
理センターを含むし尿処理施設が建設されており、うち
約900件が稼働中で、分散型の排水処理設備として、地
域の環境保全に大きな役割を果たしている。

　2 .3　下水道事業　　　下水道は、「浸水防除」、「公
衆衛生の向上」、「公共用水域の水質保全」を大きな目
的とした集中型の排水処理システムである。日本では、
約2,000箇所の下水処理場が稼働しており、全人口の約
8割が下水道の恩恵を受けている。近年では、集中豪雨
に起因する洪水の発生が多くなっており、特に都市部に
おける浸水防除の役割が注目されるようになっている。
下水道事業では、汚泥再生し尿処理事業と異なり、管
路、電気、機械、土建等が分離発注されることが多く、
多数のメーカーがそれぞれの得意分野を持っている。

3.　当社の水処理技術概要

　3 . 1　汚泥再生し尿処理事業向けプラント技術　　
当社は、汚泥再生し尿処理事業におけるリーディングカ

ンパニーであり、汚泥の性状や処理量、地域特性に応じ
て最適な処理システムを提供している。本分野において、
日本初の無希釈処理技術を初め、浄化槽汚泥対応型処
理、下水道放流型処理等多くの技術を有する。
　また、設計施工のみでなく、自治体からの委託を受け
て施設の運転管理を行っている施設も多く、設計・建設・
運営を一貫として提供できる強みがある。以下、代表的
な当社システムを紹介する。
　3 . 1 . 1　IZシステム（高負荷脱窒素処理システム）　　　
図3に当社IZシステムの概要を示す。本システムは、日本
初の無希釈式の河川放流型処理システムであり、1970年
代にオーストリアのフォーゲルブッシュ社から導入した技
術を改良したものである。それまでのし尿処理技術では、
高濃度のし尿をそのまま処理することが困難で、水で10
～30倍程度に希釈したのち、生物処理を行っていた。こ
の希釈水をなくすことで全体設備はコンパクトになるが、
生物処理に必要な酸素供給が課題であった。当社では、
この課題に対し単純にブロワを増やすのではなく、自給
式のオーバーフローシャフトを改良することで、設備の追
加を最小限に抑えて解決を図った。また、この改良により、
単一槽内で好気・嫌気のゾーンが形成でき、BOD、窒素
を同時に除去することが可能となった。その後、汚泥分
離に膜分離法を用いたIZXシステムも開発され、現在も
改善・改良を続けている。本システムの上市後、各社も競っ
て無希釈処理システムの開発に取り組み、現在では、無
希釈処理が業界のスタンダードとなっている。
　本システムは、上市以来100件以上の納入実績を有し
ているが、初期に建設した施設は更新時期を迎えている
ものもあり、現在、基幹改良による延命化に取り組んで
いる。

　3 . 1 . 2　EZシステム（前脱水型高負荷脱窒素処理シ
ステム）　　　図4にEZシステムのフローを示す。本シス
テムは、簡易処理による下水道放流システムである。人
口減少により下水道の処理能力に余力のある地域では、
EZシステムで下水道排除基準まで処理を行い、処理水
を下水道に排出する。地域として、生活排水の処理にか
かるコストを下げる考え方である。本システムでは濃縮脱
水機を用いた固液分離を行い、ろ液を希釈もしくは簡易
生物処理して下水道に投入する。河川放流型のし尿処理

図1　水の循環
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においては、生物処理が大きな割合を占めるが、この部
分が大幅に簡略化されるため、IZシステムに比較して施
設が簡素化される。
　3 . 1 . 3　施設の運転技術　　　汚泥再生し尿処理
事業では、プラントの運転管理を民間に委託されること
があり、当社も多くの運転委託を受けている。これらプ
ラントの運転経験は、次のプラント設計や、最近、増加
しているプラントの老朽化に伴う基幹改良事業の提案に
も生かされている。

　3 . 2　下水処理技術　　　下水処理技術分野におい
て、当社は、古くから反応槽設備のばっ気装置や機械式
攪拌装置の技術を有し、水処理設備の建設に携わってき
た。高効率ばっ気装置DTA（Draft Tube Aerator）は
酸素溶解速度が大きく、生物処理におけるエアレーショ
ンのみでなく、産業排水処理でも無機物の酸化処理の際
の酸素供給等に使用されており、1,000基以上の実績を有
している。また、2011年にはユニチカから事業譲渡を受
け、繊維ろ過、リン回収等も加わり技術の幅を広げている。
　3 . 2 . 1　繊維ろ過技術　　　当社の繊維ろ過システ
ムは、原水をろ過塔上部から塔内に充填した繊維ろ材（ろ
層高1ｍ）を充填したろ層を下向流で通過させ、その過
程で水中のSS（浮遊物質）を除去する装置であり、200
件以上の納入実績がある。
　繊維ろ材「まりも」を図5に示す。ろ材は、径5～7mm
×長さ10mmの円柱状に成形されたポリエステル製であ
る。空隙率は90％以上であり、ろ材自体が軽量で空隙
が多く存在するため、圧力損失が低く、高速での通水
が可能である。従来の砂ろ過では、ろ過速度が100～

300m/日であるのに対し、1,000m/日以上のろ過速度で
の運転が可能で、設備設置面積の削減につながる。なお、
ろ過速度が大きいにもかかわらず、処理水のSSは5mg/
Ｌ以下であり、砂ろ過と同等である。
　また、従来のろ過装置で使用されている砂ろ材に比較
し、繊維ろ材は軽量で、ろ材洗浄時の必要動力が小さ
く、特に、投入・交換時の作業性が良い点をお客様に評
価いただいている。
　当社では、表1に示すように、「まりも」以外の繊維ろ
過装置も保有している。処理の目的や排水の性状によっ
て、これらの装置の中から、適切なろ材やろ過方法を選
定し提供している。

　3 . 2 . 2　リン資源回収技術　　　リンは生物にとって
欠かせない元素の一つであり、窒素、カリウムと並ぶ肥料
の三大要素として農業生産においては重要な資源である。
国内にはリン資源が存在しないため、海外からの輸入に
100％依存しており、リン鉱石、リン酸肥料等の形で持ち込
まれている。海外ではリン資源の輸出制限を行う動きもみら
れ、世界的にもリン資源のリサイクルが注目されている。
　先に述べた汚泥再生処理センターおよび下水道の処理
対象となる生活系の排水には、多くの有用成分が含まれ
ている。なかでも、肥料原料となるリンの回収は、当社
の得意とするところである。
　当社のリン回収技術には、リン酸アンモニウムマグネシ
ウム（Magnesium Ammonium Phosphate）を回収する
MAP法とヒドロキシアパタイト（Hydroxyapatite）を回収
するHAP法があり、それぞれの特徴を表2に示す。これ
らの技術は、先述の汚泥再生処理センターの他にも、下
水道での導入実績も有している。回収されたリンは、肥料
として農地還元されており、リン循環の一助となっている。
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　3 . 3　その他の水処理技術　　　当社では、汚泥再
生処理や下水道以外にも、浄水処理や産業排水処理等
にも取り組んでおり、それぞれに特徴のある技術を保有
している。
　図6に、ユニット型の浄水設備である自己洗浄型膜ろ過
装置AQSEVを示す。本設備は、配管と電気を接続すれ
ば浄水処理が可能で、今後、災害時の緊急用浄水設備と
しても注目されている。その他に、薬品を使用せずに有
機物・Fe・Mn・アンモニア態窒素等を同時に除去できる
生物ろ過や排水処理での固液分離に使用するフィルター
プレス等の技術を有する。一方、海水淡水化では、蒸発
法による技術の他に、グループ会社であるOsmofl ow社で、
図7に示すようなRO膜による海水淡水化事業を行ってお
り、プラント建設に加え、レンタル事業も行っている。
　また、施設から排出される汚泥や生ごみ等の有機性
廃棄物をバイオガスやエネルギー（電力等）として利用可
能な技術も有している。これらより得られたエネルギー
は、カーボンフリーであり、二酸化炭素の削減が望める。
これら再生可能エネルギー技術と水処理とをうまく組み
合わせることにより、さらにサステイナブルな社会の実現
に貢献できると考えている。
　これ以外にも、日本水産株式会社、弓ヶ浜水産株式
会社との共同開発によるマサバ循環式陸上養殖実証試
験にも取り組んでおり、実証施設の循環水処理設備に当
社独自の水処理技術を活用している。本実証施設である
「弓ヶ浜水産㈱米子陸上養殖センター」は、2020年6月か
ら稼働を開始し、現在、精力的に実証試験を進めてい
るところである。

4.　結　言

　当社事業は、SDGsの目標を使って図8に示すように整
理できる。中期経営計画「Forward 22」では、「クリー
ンなエネルギー」に対応する事業として、すでに廃棄物
発電を中心に、バイオマス発電や洋上風力発電にも取り
組んでおり、再エネ事業を推し進めている。また、「災
害に強いまちづくり」においては、津波・高潮対策技術
であるフラップゲートや、河川の洪水調整に使用される
水門等の技術も保有し、地域の水災害への対応も行って
いる。これらの事業と本稿で紹介した水事業を有機的
に結合し、「住み続けられるまちづくり」に貢献すること

が、当社の使命である。
　水は、すべての生物が生きていくために必要不可欠
なものであるが、今なお、世界には安全な飲み水の確
保が困難な地域や、生活雑排水の処理が不十分なため
に非衛生的な環境で生活をせざるを得ない人々が多くい
る。こういった地域では、水処理設備を早く普及させる
必要があり、日本のような万全な水処理というよりは、最
低限の安全性の担保とコストが最優先となろう。また、
産業の発展においても水は必須であり、工業用水、飲み
水、純水まで、様 な々グレードの水が必要となる。一方、
日本国内では、安全な水へのアクセスはほぼ確保されて
いるが、毎年のように発生する浸水被害や地震により、
一時的に水へのアクセスが困難になる事例が多く発生し
ている。また、これから到来する人口減少と施設の老朽
化に伴う更新をどのようにバランスさせていくかも大きな
社会課題である。
　このように、水に関する課題は多岐にわたり、水事業
のみでは解決が困難になっている。これらの国内外に存
在する様 な々課題に対し、当社では、水環境を改善でき
る自社技術の保有・伸長に加え、すでに保有する廃棄物
処理事業や社会インフラ事業と連携し、社外にも広くパー
トナーを求めていくことで社会全体に貢献し、結果とし
て、人々が安心して住み続けられる街づくりに貢献するこ
と（SDGsの達成）を目指す。

SDGsに貢献する技術
　水はすべての生物が生きていくために必要不可欠なも
のである。当社は水環境を改善できる技術を保有してお
り、クリーンな水を供給する事業を展開している。この
水処理技術と当社が進めるエネルギー供給、社会インフ
ラ整備を有機的に結合することで、「環境保全、災害に
強く豊かな街づくり」を目指している。
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